
 

清掃・警備業務の委託契約に係る低入札価格調査資料作成要領 

【共通事項】 

①「氏名」欄に従事者ごとの記載が必要な欄については，責任者，副責任者，作業員Ａ，B・・・と

し，指定された場合を除き実名での記入は要しない。また，従事予定者全員分を記載すること。 

②用紙が足りない場合にはコピーしたものを使用すること。 

 

１ 業務を実施するに当たり計画している技術者等の人員配置，その他の当該業務の実施体制 

(1)業務工程表（年間） ― 様式1-1-1（清掃） 

①日常清掃を除く仕様書で定めのある全ての業務について，1 年間の作業内容や回数を記載する。 

②「頻度」欄の「単位」欄には「月」または「年」の単位を記載し，「回数」欄に年間実施回数を記

入すること。 

③実施する月に回数を記載すること。 

(2)業務工程表（月間人員割当） ― 様式1-1-2（清掃・警備） 

①表外破線内の「勤務形態」には，括弧内に勤務時間帯，右側に休憩や休息時間，仮眠時間等を除い

た実労時間を記入し，深夜勤務や超過勤務を含む場合は，【 】にそれぞれ記載すること。 

②表中の「勤務形態」欄には，上記①で記入した勤務形態ごとの番号（①から⑥）を記入すること。 

③「作業区分」欄には，清掃の場合，日常清掃は「日」を，定期清掃は「定」を記入すること。 

また，警備の場合，この欄の記入は不要とする。 

④「１日あたりの合計時間数」欄には，１日ごとの全従事者の合計時間数を記入すること。 

⑤１ヶ月を30 日として記載すること。 

(3)業務工程表（個人時間別） ― 様式1-1-3（清掃） 

①日常清掃について，従事者ごとに記載すること。 

②「勤務時間」欄には，従事者ごとに休憩や休息時間を含めた一日の従事時間帯を記入し，「うち休

憩時間」には，そのうちの休憩時間の合計を分単位で記入すること。 

③「作業内容」欄には，仕様書で定められた作業内容を記載し，その作業に要する時間を「従事見込

時間（分）」欄に記入すること。また，行が足りない場合には適宜増やし，記入漏れがないよう留

意すること。 

④「時間計（分）」欄には，各人ごとの「従事見込み時間数」欄の合計を記載すること。 

(4)業務工程表（定期清掃） ― 様式1-1-4（清掃） 

①仕様書に定める定期清掃について，清掃場所ごとに年間の「業務内容」「指定頻度」（単位及び 

回数）「時間数」「合計時間数」を記入すること。 

②「年間従事時間数」には，「合計時間数」の合計を記載すること。 

※本様式への記入に代えて，仕様書中の「定期清掃」のページを活用し，清掃箇所の記載部分に直接

「合計時間数」及び「年間従事時間数」を記入し，その部分のコピーの提出も可とする。 

 

 

 

 

 

 



 

 

(5)業務工程表（時程表）― 様式1-1-5（警備） 

①平日及び休日の時程表（任意の１日とする）について，それぞれに作成すること。 

※本書に代えて，貴社独自様式での提出も可とする。 

②表外破線内の「勤務形態」欄には，括弧内に勤務時間帯，右側に休憩や休息時間，仮眠時間等を除

いた実労時間を記入し，深夜勤務や超過勤務を含む場合は，【   】にそれぞれ記載すること。 

③表中の「勤務形態」欄には，上記②で記入した勤務形態ごとの番号（①から⑥）を記入すること。 

④「従事時間帯」欄は，従事時間帯が識別できるよう網掛け等で表示すること。 

⑤「業務内容」欄は，従事業務や休憩・仮眠などの内容や時間がわかるよう記入すること。 

【例】8:30～9:30 南門立哨 21:00～22:00 場内巡回 23:00～3:00 仮眠 

⑥「実労時間」欄は，従事者ごとに実労時間の合計記入し，その下の段に，深夜勤務を行なった時間

数を括弧書きで記入すること。ただし，深夜勤務時間帯は22 時から5 時までとする。 

⑦「休憩時間」欄は，従事者ごとに休憩時間の合計を記入し，その下に，仮眠時間数を括弧書きで記

入すること。 

(6)業務責任者に関する調書（清掃） ― 入札参加前に提出していない場合のみ提出 

仕様書に要件が定められている場合に提出すること。 

(7)配置予定ビルクリーニング技能士に関する調書 ― 入札参加前に提出していない場合のみ提出 



 

仕様書に要件が定められている場合に提出すること。 

 

２ 労務等の提供について，市場価格以下の価格による提供が可能な場合の理由 

(1)理由書 ― 様式1-2-1（清掃・警備） 

①「１ 市場価格以下の入札金額で応札した理由」には，本件の入札にあたり，どのような理由で市

場価格以下での提供に至ったか，その理由を詳細に記載すること。 

②「２ 積算にあたって特に低減したもの。また，可能になった理由」には，積算にあたって特に経

費を低減したものは何か，また，それはどのような理由から当該価格等で提供可能になったのか，

具体的に記入すること。 

(2)調査用価格内訳書 ― 様式1-2-2（清掃・警備） 

①「直接人件費（①）」 

直接人件費は，当該業務に直接従事する者のそれぞれについての給与，諸手当とする。 

ア 「年間雇用月数」には，単年度中に雇用する予定月数を記載し，「月間人件費」欄の額で乗じ

たものを「年間人件費」欄に記載すること。なお，日数に端数が生じて数字に誤差が生じる場

合，調整すること。 

イ 「月額人件費」欄は，様式1-2-3「人件費内訳書」と一致すること。 

ウ 「備考」の欄には，従事者後との年間総勤務時間数（実時間数）を記載すること。 

②「直接物品費（②）」 

直接物件費は，当該業務を行なうために必要な物品類にかかる費用とする。 

ア 仕様書に示されている業務の履行に必要な物品経費を全て記載すること。 

【例】清掃器具，諸材料（洗剤，ワックス等），消耗品（トイレットペーパー，せっけん水，ゴミ

袋等），器材の損料 など 

イ 外注経費があれば記載し，様式1-4-1「外注内訳」にも併せて記載すること。 

ウ 機械のリース料，減価償却費もこの欄に計上すること。 

エ 在庫があるなどの理由で経費がかからない消耗品などについても記載し，その理由について備

考欄に記載すること。なお，この場合，在庫等を証明できる現場写真を添付すること。 

オ 確認のため見積書の写しを求める場合がある。 

③「業務管理費（③）」 

物品管理費とは，業務を実施する上で，受注者が現場業務を管理運営するために必要な直接業務

費以外の費用とする。 

【例】総合調整費，福利厚生費，通信交通費，安全管理費，技術管理費 など 

④「一般管理費等（④）」 

受注者が企業を維持運営していくために必要な，直接業務費及び直接管理費以外の費用とする。 

【例】従事者に係る間接人件費・給料手当（現場の従事者を除く），事務用品費，事務所光熱水

費，雑費 など 

※間接人件費は必ず計上すること。また，端数処理が必要な場合，上記①から③の項目のどれにも

属さない費用を計上する場合には，この欄に記入すること。 

⑤表中⑤には，①～④の合計に契約年数を掛けたものを記入すること。 

※端数が生じる場合は，「一般管理費等④」に「調整費」として計上すること。 

⑥「消費税相当額」欄には，⑤に契約締結時点で想定される消費税率を乗じた金額を記入すること。 



 

⑦「総額」には，上記⑤及び⑥を足し上げた金額を記入すること。なお，この金額が契約金額とな

る。 

⑧入札時に提出した内訳書と，本内訳書に相違がある場合失格となるので注意すること。 

⑨入札時点において本業務についての採算が取れていないと判断される場合は，失格となるので注意

すること。 

 

 

 

 

(3)人件費内訳書 ― 様式1-2-3（清掃・警備） 

①全ての従事者について，月額人件費を記載すること。 

②「直接人件費」「間接人件費」欄ともに，記載項目以外の項目を支給する場合には，空欄に記載す

ること。また，行が足りない場合には適宜増やすこと。 

③「直接人件費小計（Ｂ）」「間接人件費小計（D）」「参考：法定福利控除後基本給（Ｅ）」各欄

は，欄内に記載された数式により算出した金額を各人ごとに記載すること。 

⑤「雇用形態」欄には，「正社員」「パート」「アルバイト」等の雇用形態を記載すること。それ以

下の項目についても，各人ごとに記載すること。 

⑥様式1-2-2「調査用価格内訳書」の「直接人件費①」欄，「月額人件費」欄と一致すること。 

 

３ 現在実施している業務のその実施状況及び以前受託した業務委託における実施状況 

(1)業務実施状況 － 様式1-3-1（清掃・警備） 

①本件と類似業務の公共施設の受注実績について，仙台市発注，宮城県内発注，宮城県外発注の順番

で記入すること。 

②「元請・下請の別」欄の該当する箇所に○をつけること。 

③「施行面積，建物の規模等」欄は，受注した施設の規模がわかるよう記載すること。 

④「従事人員」欄は，1 日の平均従事者数を記載すること。 

⑤過去３年以内に受注したもの全てについて記載すること。なお，1 枚以上ある場合でも，提出は1 

枚のみでよい。 

 

４ 価格の算定に当たり，技術計算等について外注している場合にあっては，その外注内容 

(1)外注内訳書 ― 様式1-4-1（清掃・警備） 

①外注する業務全てについて記入すること。 

②外注がある場合には，様式1-2-2「調査用価格内訳表」の「直接物件費（②）」欄にも併せて記載

すること。 

③確認のため，見積書（写し）の提出を求めることがある。 

 

５ 経営状況等 

(1)経営状況調書 ― 様式1-5-1（清掃・警備） 

①調書作成時点で完結している決算期過去3 期分について，１から11 までの項目を記入すること。 

②「10 流動比率」欄は，流動資産／流動負債×100 で算出すること。 

上記①から④の内容や区分方法などの詳細については，国土交通省大臣官房営繕部作成「建築

保全業務積算基準」を参考とすること。 



 

上記①から④の内容や区分方法などの詳細については，国土交通省大臣官房営繕部作成「建築保全

業務積算基準」を参考とすること。 

③「11 自己資本比率」欄は，自己資本／自己資本／総資産×100 で算出すること。 

④「総従事者数（提出日現在）」欄について，「業務内容」及び「雇用形態」の項目別に，その内訳

人数を記載すること。 

 

６ 労働社会保険諸法令の遵守状況 

(1)業務従事者の雇用状況報告書 － 様式1-6-1（清掃・警備） 

①「雇用形態（職名）」欄には，「正社員」「パート」「アルバイト」など，雇用形態を記載するこ

と。 

②「備考」欄に，生年月日，年齢を記載すること。 

③従事者が，本業務以外の業務にも従事している場合には，その旨を「備考」欄に記載すること。 

④本書は，契約後においても半年に1 回は提出し，担当課の確認を受けること。 

(2)労働保険概算・確定申告の写し（指定様式外 入札参加前に提出していない場合のみ提出） 

(3)厚生年金保険料割賦の写し（指定様式外 入札参加前に提出していない場合のみ提出） 

(4) 安全教育の実施状況の概要（指定様式外） 

※非正規労働者を含む全労働者に対して実施している安全教育事業について，名称，実施回数，対象

範囲，参加人数などＡ４版用紙1 枚程度にまとめること。 

 

７ その他価格の算定の調査に関し必要と認められる事項 

上記１から６を除き，本調査に必要だと認める資料等があれば適宜提出すること。 

低入札調査基準価格を下回った額での契約を行なう場合，契約後についても，労働社会保険諸法

令の遵守状況に関する調査，その他必要な調査を行なうこととする。 


